
論 説

ビジネス強化・成長のための知的財産の活用

田 中 義 敏

抄 録 知的財産がビジネスの強化・成長に貢献するためには，知的財産活動が企業経営に近い存

在であり，知的財産活動が経営戦略の遂行に積極的に参画したものでなければならない。専門知識の

みに特化したスタッフ部門ではなく，企業経営の目標およびその達成に必要な経営指標を共有するこ

と，すなわち，知的財産活動と企業経営のドッキングが必要である。

本論文では，知的財産活動と企業経営とをドッキングさせる手法として，「顧客の視点」，「組織の習

熟と成長の視点」，「ビジネスプロセスの視点」，「財務の視点」に注目し，これらの視点のもとで展開

した16項目の経営指標から，知的財産活動の役割，機能を評価，分析することを提案するとともに，

ヒヤリングによる評価・分析を試みた。
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. は じ め に

バブル経済の崩壊以降，低迷する経済の長期

化，我が国産業の国際競争力の低下，とりわけ

アジア諸国に対する価格競争での敗北などに対

し，今後の経済成長において技術革新などのイ

ノベーション（革新）の果たす役割，差異化し

た革新的な製品・サービスの提供によるダイナ

ミックかつ高付加価値化された競争に主眼を置

き，イノベーションが持続的に創出され，保護，

活用される活力ある新たな産業，経済社会を構

築していくため，国を挙げて知的財産立国の実

現およびその推進計画の実行に邁進していると

ころである 。しかしながら，我が国における膨

大な未利用特許の存在は，必ずしも知的財産が

企業経営に十分な役割を果たしていないことの

象徴でもあり，また，2003年７月８日付の知的

財産戦略本部発表の「知的財産の創造，保護お

よび活用に関する推進計画」においても，ライ

センスの促進，価値評価，信託制度によりこれ

らの未利用特許の活用を図っていく旨の提言が

なされているが，知的財産権という権利の価

値・活用に焦点が当てられており，そもそも知

的財産部が遂行する機能が企業経営の中で如何

に位置付けられ，如何にして知的財産活動を企

業経営に役立てていくかについての提言は十分

でないと思われる。企業戦略として知的財産を

経営に役立て，ビジネスを強化・成長させてい

くことが求められている。
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本研究では，知的財産活動が企業経営に直結

して最大限活用されるべきであることを論証す

るとともに，如何にして知的財産活動と企業経

営をドッキングさせるかを提案し，ひいては，

国を挙げて推進している知的財産立国実現の実

効性向上に貢献することを目的としている。

. 知的財産活動と企業経営のドッキ
ング

知的財産がビジネスを強化・成長させるため

には，知的財産活動が企業経営に近い存在であ

り，知的財産活動が経営戦略の遂行に参画して

いかなければならない。専門知識のみに特化し

たスタッフ部門ではなく，企業経営の目標およ

びその達成に必要な経営指標を共有すること，

すなわち，知的財産活動と企業経営のドッキン

グが必要である。知的財産活動を企業経営にド

ッキングさせるためには，知的財産の窓から企

業経営を眺めるのではなく，企業経営の視点か

ら知的財産の役割を評価・分析しなければなら

ない 。

. 経営指標の設定

知的財産は，それ自体が無形資産であり，従

来の財務諸表上には全く表現されてこなかった

ことから，経営指標の設定にあたっては，財務

と非財務についての明確な意識付けがなされた

指標が必要である。また，知的財産のビジネス

への反映が必ずしも短期的に明確化するわけで

はなく，権利化されかつ実用化されて初めてそ

の役割が認識される長期的な性格を持つため，

短期・長期についてもバランス良く 慮した指

標が必要である。そこで，ここでは，バランス

スコアーカードとして知られるKaplanの四つ

の視点，「顧客の視点」「組織の習熟と成長の視

点」「ビジネスプロセスの視点」「財務的視点」

を採用し（図１），これらの視点の下にとりあげ

た経営指標を以下に説明する（図２)。

⑴ 顧客の視点

企業活動により提供される製品・サービスは，

顧客・消費者の利益向上に貢献するものでなけ

れば，継続的な事業活動さらにはビジネスの持

続的成長を達成することは出来ない。社会経済

の変革による市場ニーズの変化に敏感であり，

常にその市場ニーズに応える形で製品・サービ

スを提供していかなければならない。さらに，

顧客製品・サービスの価値を高め，顧客の市場

シェアーを高め，顧客の社会貢献を向上させる

ものでなければならない。顧客の視点の下では，

「顧客貢献」「顧客製品価値」「顧客製品シェアー」

「顧客社会貢献」という経営指標を設定した。

⑵ 組織の習熟と成長の視点

企業は，事業活動を遂行していく過程で，自

らの組織の習熟と成長を達成し，さらに付加価

値の高いビジネスを遂行できる組織を構築し，

永続的に発展していかなければならない。社会

環境のめまぐるしい変化に遅れることなく，自

らの組織構造を変革し，激化する競争の中で競

争力を維持するための技術開発を推進し，これ

に必要な組織の習熟と成長を達成していかなけ

ればならない。具体的には，事業活動を通じて，

自らの企業風土の醸成を図り，市場における競

争力を向上させ，組織の構成員である人材の育

成を図り，社員にインセンティブ（刺激）を与

えモチベーション（動機付け）を高めていかな

ければならない。組織の習熟と成長の視点の下

財務的視点
ビジネスプロセス

の視点

組織の習熟と成長の視点

顧客の視点

図① 企業経営から知的財産活動を眺める四つの視点
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では，「企業風土醸成」「競争力向上」「人材育成」

「社員インセンティブ」という経営指標を設定し

た。

⑶ ビジネスプロセスの視点

顧客オーダーから製品・サービスの提供およ

び資金回収までの業務プロセスが，コスト，品

質，リードタイムの点で顧客の要求するものと

なっているか。その最適プロセスを追求するこ

とも，また，激しい競争社会の中では重要な経

営課題である。社会が要求するビジネスプロセ

スを開発し，必要な時に必要な製品・サービス

が提供できるようリードタイムの最適化を図り，

市場ニーズを満たす商品の信頼性向上を図り，

さらに，効率的な事業活動を遂行すべく欠陥商

品ゼロを達成することも重要な経営課題となっ

ている。ビジネスプロセスの視点の下では，「ビ

ジネスプロセス」「リードタイム」「商品信頼性」

「欠陥商品ゼロ」を経営指標として設定した。

⑷ 財務の視点

企業活動の結果としては，製品・サービスの

売上げ増，利益増が必須の経営課題である。売

上げ・利益が上がらなければ企業活動を継続的

に遂行することは出来ない。市場ニーズの変化

に対応した製品開発あるいは新市場を開発する

最先端技術への投資を行うことも出来ず，結果

的に衰退してしまう。1990年代以降，日本企業

は，伝統的財務諸表に加え，ROE（ReturnOn

Equity；自己資本当期利益率），ROS（Return

OnSales；売上高当期利益率），OCT（Operat-

ingCapitalTurnover；営業資産回転率）など

の指標で代表される利益率・回転率等の新しい

財務指標を重視した経営への転換を図ってきた。

コスト・経費を限りなく削減し，保有資産の回

転率の向上を図り，税務管理の徹底を図り，増

収増益を達成していくことは重要な経営課題で

ある。財務の視点の下では，「増収・増益」「コ

スト・経費削減」「資産回転率」「税務管理」を

経営指標として設定した。

. 経営指標から見た知的財産活動の役

割

さて，以上で説明した企業経営の経営指標か

図② 四つの視点の下での具体的経営指標

財務的視点

●増収増益
●コスト，経費の削減
●資金回収の短縮化
●資産の回転率の向上
●税務管理

ビジネスプロセス
の視点

●リードタイムの短縮化
●納期達成
●クレームマネジメント
●業務の流れの効率化
●商品・サービスの信頼性向上
●欠陥商品ゼロ
●ITの導入度

組織の習熟と成長の視点

●組織構造の変革
●組織の競争力
●人材育成
●インセンティブとしての報酬
●社員満足度

顧客の視点

●顧客満足度
●顧客への価値
●顧客にもたらしたシェアー増
●顧客にもたらした社会貢献度
●最終消費者へ与えたメリット
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ら知的財産活動の役割を えてみる。このアプ

ローチ，すなわち，経営指標から知的財産の役

割を えることによって知的財産活動と企業経

営とをドッキングさせることがねらいとなって

いる 。

⑴ 知的財産活動が顧客にもたらす利益(表１)

さて，第一の「顧客の視点」に関し，どのよ

うな知的財産活動が顧客に利益をもたらすであ

ろうか。自社技術を知的財産権として保護する

ことは，言うまでもなく，その技術の独占排他

的権利を取得することであるが，自社技術を保

護するだけで，市場化せず顧客，消費者に利用

されないとすれば，権利取得も何ら意味がない

ことになる。すなわち，保護された技術が顧客，

消費者の利益につながらなければ企業経営とし

ての役割を果たすことが出来ない。知的財産で

保護された製品・サービスは，顧客が侵害訴訟

などの法定論争に巻き込まれることのないよう

顧客を保護する機能を有する。法律で保護され

た製品・サービスは，その供給側に大きな権限

を与える。ある特定顧客のみにその製品・サー

ビスを提供することによって，当該顧客に対し

て実質的な市場独占の効果を与え，市場シェア

ーを増加し当該顧客に利益を与えることが出来

る。また，知的財産で保護されるに至る技術は，

果敢な研究開発の成果として進歩性を備えたも

のであり，当該技術を用いた製品・サービスは，

必然的に付加価値の高いものとなっており，こ

れにより，顧客満足度の向上をもたらすもので

ある。さらに，法的に保護された優位性をもっ

て営業戦略を展開し，顧客購買活動に付加価値

を与えることも出来る。すなわち，営業戦略に

おいて知的財産活動の役割を発揮することも出

来る。製品・サービスが最終消費財であれば，

知的財産権の存在は最終消費者に対する販売促

進機能をも発揮することが出来る。商標に関す

る知的財産活動は，製品の信頼性を高めると同

時に製品・サービスの「ブランディングポリシ

ー」においても大きな価値を発揮し，マーケテ

ィング戦略の中に知的財産活動の役割を見出す

ことも出来る。このように，顧客の視点から知

的財産活動を眺めることによって，知的財産の

専門部門からでは見出せない知的財産活動の役

割が認識され，これによって，知的財産活動が

企業経営にドッキングされる。

⑵ 知的財産活動が組織の習熟と成長に果た

す役割（表２)

次に，第二の「組織の習熟と成長の視点」に

関し，知的財産活動がどのような役割をもって

いるであろうか。知的財産活動は，知的財産の

創造，保護，活用を基本的理念としており，革

新的な技術の創出に向けた努力を助長する。知

的財産活動が企業経営に組み込まれることによ

り，研究開発指向型の企業風土，企業文化，コ

アーバリューを醸成することが出来る。これが

斬新な技術，革新を創造し，他に抜きん出た競

争力を構築する。また，知的財産重視の経営は，

組織を構成する人材の指向，ベクトル，姿勢等

に大きな影響を与える。社員の意識，理念を高

揚させ，社内外で競争力のある，市場価値の高

い人材を育成することにつながる。これは，企

業経営においては極めて重要な経済的価値につ

表① 顧客の視点と知的財産活動

経営指標 知的財産活動の果たす役割

顧客への貢献 侵害訴訟などの法廷論争から顧客を

守る

顧客製品の価

値向上

特定顧客への市場独占効果

顧客の製品シ

ェアー増

高付加価値製品・サービスにより顧

客に価値

顧客の社会貢

献

営業戦略および顧客購買機能への影

響

最終消費材として消費者への販売促

進機能

製品・サービスの業務上の信頼性確

保

ブランディングポリシーによる営業，

マーケティング戦略
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ながっていく。知的財産活動は，組織内の縦型

機能集団の壁を越えて橋渡し的な影響を与える。

営業部門，マーケティング部門，開発，製造部

門等に対して積極的にその知的財産活動の役割

が浸透されることにより，市場ニーズ，顧客の

声を開発および製造部門に的確に伝え，新たな

価値創造という相乗効果をもたらす。自社の保

有する知的財産権を営業部門に正確に伝え，市

場での競争力を高めることも出来る。社内セミ

ナー，発明キャンペーンなどの情報発信にかか

る知的財産活動は，社員の知的創造活動を誘発

する社内教育の役割も演じる。社員のモチベー

ションなど人事部門の役割とも協働して，経営

目標の達成に向けた活動として位置付けられる。

発明表彰，発明補償などの知的財産活動は，社

員のインセンティブとして意欲向上，活性化を

もたらすものである。このように，組織の習熟

と成長の視点から知的財産活動を眺めることに

よって，組織内の他部門の機能と協働して知的

財産活動の役割が認識され，知的財産活動が企

業経営にドッキングされる。

⑶ 知的財産活動がビジネスプロセスの変革

に果たす役割（表３）

第三の，「ビジネスプロセスの視点」に関して

は，知的財産活動はどのように経営指標と関連

しているか。この視点では，企業内で遂行され

ている業務の流れに焦点が当てられるであろう。

知的財産の新しい保護領域の一つとして，ビジ

ネスモデル特許が確立しつつある。事業活動と

して遂行している業務の流れは，常に，コスト・

品質・リードタイムの観点からの見直しが行わ

れる。知的財産活動はこれまでの業務の流れに

対して革新的なアイデアを盛り込み，真に時代，

社会の要請に対応した新しい仕事の仕方を提案

していく。このためには，知的財産活動がビジ

ネスプロセス，現場の業務の流れの中で浸透し，

新しいビジネスモデルが提案されていかなけれ

ばならない。IT革命と言われる時代において，

もっと効率的で，お金がかからず，間違いも少

ないやり方はないだろうか等々，常に自己批判

的な目で自らの業務の流れを見つめてみること

が重要である。そんな姿勢の中から，新しいビ

ジネスモデル，より良いビジネスプロセスの構

築へと導かれる。顧客のオーダーから製品・サ

ービスの納品までには，製品の製造ラインのプ

ロセス，さらには，製品のロジスティックスの

見直しも重要である。これらのプロセスの中で

は，コスト削減・品質向上・効率性向上に関す

る知的財産も創出される。品質管理という経営

課題にも知的財産活動は大いに関係してくる。

また，営業部門やコンピュータネットワーク部

門などに知的財産活動を浸透させることにより，

新たな相乗効果を生み出し，より洗練されたビ

表② 組織の習熟と成長の視点と知的財産活動

経営指標 知的財産活動の果たす役割

企業風土の醸

成

研究開発指向型の企業風土，文化，

コアバリューの醸成

競争力の向上 斬新な技術，革新を創造し競争力向

上

人材育成 論理的・創造的思 力の醸成

社員へのイン

センティブ

技術の流れ，競合の特許への意識高

揚

営業，開発，製造などの部門間の橋

渡し

社内外への情報発信による教育，啓

発

発明表彰，発明補償による意欲向上，

活性化

表③ ビジネスプロセスの視点と知的財産活動

経営指標 知的財産活動の果たす役割

ビジネスプロ

セスの最適化

ビジネスプロセスの適正化

リードタイム

の向上

ビジネスモデル特許の創造による業

務改革

商品の信頼性

向上

受注から納品までの業務改善など改

善活動の促進

欠陥商品ゼロ

の達成

生産ラインの技術的改善による品質，

効率性改善

部門を超えたアイデアの創造とコミ

ュニケーションの向上

知的財産による組織改革
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ジネスプロセスの確立を見ることも出来る。こ

のように，一般的には，知的財産活動とあまり

縁がないように見えるビジネスプロセスの視点

から知的財産活動を眺めることによって，新た

な知的財産活動の役割が認識され，知的財産活

動が更に企業経営にドッキングされることがわ

かる。

⑷ 知的財産活動が財務上果たす役割（表４）

第四の「財務の視点」に関しては，知的財産

活動が単なるコストセンターからプロフィット

センターへ抜け出そうとしている動きからもそ

の役割を見ることが出来る。ライセンスを促進

しロイヤリティー収入を計上する活動も，この

一つといえる。未利用の知的財産権を他者にラ

イセンスあるいは売却することにより，これま

で眠っていた資産を資金化することも出来

る 。知的財産を戦略的に活用することによ

り，市場を独占し売上げの向上をもたらすこと

も出来る。新しいアイデアが，製品のコストを

削減し，より高い品質を達成することも出来る。

知的財産という限り，それが無形の資産であっ

ても，財務の視点をもって，増収増益，コスト・

経費削減について知的財産活動の成果を出すこ

とが必要である。出願料金，維持年金管理等の

知的財産活動にかかる経費のみを積算しただけ

の知的財産会計では，その役割は明確化できず，

知的財産活動により，顧客にどれだけ貢献した

か，組織の習熟と成長にどれだけ貢献したか，

ビジネスプロセスの改善にどれだけ寄与したか，

という金額では表せない無形の価値についても

表現する努力が必要である。知的財産活動がそ

の企業活動においてどれだけの価値を生んだか

という視点をもつことが重要である。シェアー

増，売り上げ向上，競合他社の参入阻止，製品・

サービスの高付加価値化，コスト・経費削減，

製造ライン設備の回転率向上，社員の育成等々，

知的財産活動の役割がこれらの経営指標と一帯

になって，財務評価においても何らかの定量化

を行い具体的な成果としてとりあげていくこと

が，企業経営とのドッキングを図っていくこと

につながる 。知的財産活動の成果を経営会議

の定期的議題に挙げることが大切である。

. 経営指標から見た知的財産活動に関

するヒヤリング

以上，経営指標から知的財産活動の役割を見

てきたが，実際のビジネスの場で，知的財産活

動がこれらの経営指標の観点から現在どのよう

に機能しているかをヒヤリングによって検証し

た。ヒヤリングは，電気，機械，化学分野の大

手企業10社の経営者および知的財産部門責任者

に対して行った（表５）。

表⑤ ヒヤリング対象者・企業の区分

役 職
機 械 系

メーカー

化 学 系

メーカー

電 気 系

メーカー
そ の 他

相談役・会長 ● ● ●
経 営 者

社長・取締役 ●●● ● ● ●●

部長知的財産部門

責任者

マネージ

ャー
●●●● ●● ●● ●●

課長

●は，ヒヤリングにご協力いただいた「人」を意味する。

表④ 財務の視点と知的財産活動

経営指標 知的財産活動の果たす役割

増収増益の達

成

知的財産会計の確立による財務業績

への貢献

コスト・経費

の削減

ライセンスの促進により収益貢献

資産回転率の

向上

知的財産の戦略的活用による売上げ

増と競合算入阻止

税務管理の向

上

知的財産によるコスト・経費削減

知的財産による資産回転率の向上

無形資産としての成果計上
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ヒヤリング内容は，16項目の経営指標（表６）

について２段階の質問形式をとり（表７），これ

に対し以下の５段階で回答し，特記事項があれ

ばコメントいただいた。

(５段階回答方式）

５……「とても貢献している。」

４……「まあまあ貢献していると思う。」

３……「どちらとも言えない。」

２……「あまり貢献しているとは思えない。」

１……「ほとんど貢献していない。」

以下にヒヤリング結果を概括する。

⑴ 経営者が求める知的財産活動の役割

企業経営者に対するヒヤリング結果を，図３

に示す。企業経営者は，現行の知的財産活動に

関し，顧客および組織の習熟と成長の経営指標

においては，「まあまあ貢献している（ポイント

４）」を達成しており，企業内での知的財産活動

が経営指標に貢献していることを評価している。

これは，「顧客貢献」「顧客製品価値」「顧客社会

貢献」「企業風土醸成」「競争力向上」「人材育成」

「社員インセンティブ」のいずれにおいてもポイ

ント４を達成していることから明確である。そ

して，これら顧客および組織の習熟と成長の経

営指標については，企業経営者は，これまで以

上に知的財産活動が経営に密着してその役割を

さらに発揮すべきことを期待していることがわ

かる。これは，上記経営指標のいずれについて

もポイント4.5から5.0の期待が寄せられている

ことから伺える。さて，ビジネスプロセスと財

務の経営指標については，現行の知的財産活動

が十分満足できるような評価を得ていない。特

に，「リードタイム」「欠陥商品ゼロ」「コスト・

経費削減」「資産回転率」「税務管理」について

は，ポイント3.0から3.5と，知的財産活動がこ

れらの経営指標にはあまり成果を出していない

ことが伺える。「商品信頼性」については，ポイ

ント4.5を達成しており，知的財産活動が日頃の

製品開発活動の質を高め結果としてもの作りの

質の向上に寄与しているとのコメントを得てい

る。また，「増収増益」についても，ポイント4.0

を達成しており，今回の対象企業がいずれも取

得特許のライセンシングに力を注ぎ，知的財産

活動についても収益向上の努力をしている様子

が伺える。ビジネスプロセスおよび財務の視点

に関しては，現行必ずしも十分な評価を得てい

ないが，企業経営者は，これらの経営指標に関

しても知的財産活動が更に貢献すべきとの期待

を寄せていることがわかる。

表⑥ ヒヤリングに用いた経営指標

顧客への貢献

顧客製品の価値向上
顧客の視点

顧客の製品シェアー増

顧客の社会貢献

企業風土の醸成

競争力の向上組織の習熟と成長

の視点 人材育成

社員へのインセンティブ

ビジネスプロセスの最適化

リードタイムの向上ビジネスプロセス

の視点 商品の信頼性向上

欠陥商品ゼロの達成

増収増益の達成

コスト・経費の削減
財務の視点

資産回転率の向上

税務管理の向上

顧客貢献

増収増益

ビジネスプロセス

企業風土醸成

顧客製品価値

顧客製品シェアー

顧客社会貢献

競争力向上

人材育成

社員インセンティブリードタイム

商品信頼性

欠陥商品ゼロ

コスト・経費削減

資産回転率

税務管理

図③ 知的財産活動の役割に関する企業経営者

の認識度

現 状 本来的
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⑵ 企業経営に対する知的財産部の認識の低さ

同じ質問を知的財産部門責任者に対して行っ

た結果が，図４である。全体的に言えることは，

知的財産部門責任者が企業経営の経営指標に対

してあまり十分な認識をもっていないことであ

る。現行の知的財産活動が16項目の経営指標に

対して全てポイント4.0を満たしておらず，かつ

16項目の平 がポイント2.9となっており，知的

財産活動が企業経営と乖離した専門分野で遂行

されがちな様子が窺える。この点は，ヒヤリン

グの際にいただいたコメントからも推定できた。

「知的財産は自社の技術を守ることであって，顧

表⑦ ヒヤリング質問票

経営指標 質 問

Q1.知的財産活動は，顧客に貢献していますか
顧客への貢献

Q2.本来，知的財産活動は，顧客に貢献すべきものですか

Q3.知的財産活動は，顧客製品の価値向上に貢献していますか
顧客製品の価値向上

Q4.本来，知的財産活動は，顧客製品の価値向上に貢献すべきものですか

Q5.知的財産活動は，顧客の製品シェアー増に貢献していますか
顧客の製品シェアー増

Q6.本来，知的財産活動は，顧客の製品シェアー増に貢献すべきものですか

Q7.知的財産活動は，顧客の社会貢献に寄与していますか
顧客の社会貢献

Q8.本来，知的財産活動は，顧客の社会貢献に寄与すべきものですか

Q9.知的財産活動は，御社の企業風土の醸成に貢献していますか
企業風土の醸成

Q10.本来，知的財産活動は，御社の企業風土の醸成に貢献すべきものですか

Q11.知的財産活動は，御社の競争力の向上に貢献していますか
競争力の向上

Q12.本来，知的財産活動は，御社の競争力の向上に貢献すべきものですか

Q13.知的財産活動は，社員の人材育成に貢献していますか
人材育成

Q14.本来，知的財産活動は，社員の人材育成に貢献すべきものですか

Q15.知的財産活動は，社員へのインセンティブに貢献していますか
社員へのインセンティブ

Q16.本来，知的財産活動は，社員へのインセンティブに貢献すべきものですか

Q17.知的財産活動は，ビジネスプロセスの最適化に貢献していますか
ビジネスプロセスの最適化

Q18.本来，知的財産活動は，ビジネスプロセスの最適化に貢献すべきものですか

Q19.知的財産活動は，リードタイムの向上に貢献していますか
リードタイムの向上

Q20.本来，知的財産活動は，リードタイムの向上に貢献すべきものですか

Q21.知的財産活動は，商品の信頼性向上に貢献していますか
商品の信頼性向上

Q22.本来，知的財産活動は，商品の信頼性向上に貢献すべきものですか

Q23.知的財産活動は，欠陥商品ゼロの達成に貢献していますか
欠陥商品ゼロの達成

Q24.本来，知的財産活動は，欠陥商品ゼロの達成に貢献すべきものですか

Q25.知的財産活動は，増収増益の達成に貢献していますか
増収増益の達成

Q26.本来，知的財産活動は，増収増益の達成に貢献すべきものですか

Q27.知的財産活動は，コスト・経費の削減に貢献していますか
コスト・経費の削減

Q28.本来，知的財産活動は，コスト・経費の削減に貢献すべきものですか

Q29.知的財産活動は，資産回転数の向上に貢献していますか
資産回転数の向上

Q30.本来，知的財産活動は，資産回転数の向上に貢献すべきですか

Q31.知的財産活動は，税務管理の向上に貢献していますか
税務管理の向上

Q32.本来，知的財産活動は，税務管理の向上に貢献すべきものですか

顧客貢献

増収増益

ビジネスプロセス

企業風土醸成

顧客製品価値

顧客製品シェアー

顧客社会貢献

競争力向上

人材育成

社員インセンティブリードタイム

商品信頼性

欠陥商品ゼロ

コスト・経費削減

資産回転率

税務管理

図④ 知的財産部責任者の認識度

現 状 本来的
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客に貢献するものではない」とのコメントをさ

れた方もいた。特に認識の低い経営指標として

は，「リードタイム」「欠陥商品ゼロ」「コスト・

経費の削減」「税務管理」があげられ，いずれも

ポイント2.0近辺の極めて低い評価であった。

顧客およびビジネスプロセスの経営指標およ

び「商品信頼性」「増収増益」に関しては，現行

の役割が十分ではないものの，ポイント4.0又は

それ以上の本来的役割を えており，今後の知

的財産活動がこれらの経営指標に密着したもの

として遂行されるようになることが期待される。

⑶ 知的財産活動が重視すべき経営指標

現行の知的財産部門責任者の評価と，企業経

営者が本来的に期待する知的財産活動への期待

とのギャップを示したものが図５である。企業

の知的財産部門がまず手をつけなければならな

い分野は，このギャップが最も大きい経営指標

からであろう。とりあげられた経営指標は，「顧

客製品シェアー」「顧客社会貢献」「企業風土醸

成」「欠陥商品ゼロ」「増収増益」「コスト・経費

削減」の６項目である。その次にプライオリテ

ィーの高い経営指標としては，「顧客製品価値」

「競争力向上」「ビジネスプロセス」「商品信頼

性」「資産回転率」が挙げられる。これらの経営

指標を知的財産部の目標管理に取り組み，知的

財産活動が経営指標に対する高い認識をもち，

企業業績に直接的，間接的に貢献していく工夫

が求められていると言えよう。

. 察

知的財産の創造，保護，活用は，国家を挙げ

ての重要な政策の柱として位置付けられている。

そして，これを実行に移していくための推進計

画も着実に企画，立案され，これに必要な法的

枠組みについても順次改革のための準備が進捗

しつつある。さて，この柱のうち，「創造」およ

び「保護」については，これまで，民間企業を

中心とした旺盛な技術開発および世界に冠たる

特許行政により，今後さらに効率化等改善して

いくべき点はあるものの，すでに世界の最先端

レベルにあると言って良いだろう。しかしなが

ら，「活用」については，これまで十分に議論さ

れてきたとは言い難く，膨大な未利用特許を見
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るにつけ，今後抜本的な改革が必要であると思

われるところである。知的財産は活用されて初

めて意味が出てくるわけで，この「活用」こそ

が，21世紀の我が国の国際競争力維持のために

必須の事項であり，特に，権利保有者である民

間企業が生死をかけて取り組むべき課題であり，

国による枠組み作りに対して，今後は企業側が

主体となり，知的財産の有効活用を推進するこ

とが必要である。ひと言で「活用」といっても，

そこには取得した権利の活用という論点と，知

的財産を客体として企業内で展開される知的財

産活動を経営目標の達成のために活用するとい

う論点とが含まれている。このうち，権利の活

用については，近年，知的財産の価値評価，ラ

イセンシングの促進，信託制度を用いた有効活

用などが議論されつつある。しかしながら，知

的財産活動が如何に企業経営に密着して関連付

けられその役割を発揮するかについては，これ

まで，どちらかというと専門領域としての位置

付けにとどまり，経営戦略と一体となったビジ

ネスの強化・成長のための位置付けが十分でな

かったことが反省される。知的財産活動を企業

経営にドッキングさせて，経営指標を共有した

活動として醸成していくことが求められている。

. 経営指標から知的財産活動を見るこ

との重要性

知的財産活動を企業経営にドッキングさせる

ためには，知的財産の専門家としての目で経営

にアプローチしていくことにはいささか無理が

あるように思われる。知的財産の活用を権利の

活用として議論していることが，まさしく知的

財産の専門家としての見方であろう。知的財産

活動を企業経営の視点で評価・分析するために

は，経営指標から眺めることが重要であり，こ

れにより，知的財産活動を企業経営に近いとこ

ろに位置付けることができる。本研究では，四

つの企業経営の視点から知的財産活動を評価・

分析した。

. ヒヤリング結果について

ヒヤリングの結果からわかることは，企業経

営者は知的財産活動を経営指標と関連づけて評

価しているということである。特に，顧客の視

点，組織の習熟と成長の視点では高い評価を得

ている。同時に，高評価に加えて，さらにこれ

らの視点で知的財産活動に課せられる期待は大

きい。また，ビジネスプロセスの視点，財務の

視点では，現在十分な評価を得ているとは言い

難いが，いずれの経営指標についてもその期待

は大きい。特に，商品の信頼性向上，増収増益

への貢献が大きく期待されている。経営者側の

現状認識が総じて高い理由としては，景気低迷

が長期化する中で，これまでの品質・価格での

競争戦略の行き詰まりの中で，知的財産による

競争力の向上，発揮に対する期待が大きいこと

の現れと思われる。

一方，知的財産部門責任者は，知的財産活動

をもっと経営指標に近づける努力をしなければ

ならないと言ってよいだろう。現在の知的財産

活動が16項目の経営指標に十分な成果を上げて

いないという反省が現れている。反省が読みと

れる理由は，16項目いずれについても本来的に

はもっと貢献すべきとの認識が現れているから

である。全社の各機能部門の所管する経営指標

を共有する意識改革が必要である。

ヒヤリング対象者数が限られていたこともあ

り，評価結果のばらつきについて現段階で論ず

ることは難しいが，しいて 察できる点として

は，経営者の認識よりも知的財産部門責任者の

認識の方が，ヒヤリング対象者間でのばらつき

が大きかったことである。これは，昨今の知的

財産立国へ向けての国家戦略が叫ばれる中で，

知的財産を取り巻く急激な環境変化についての

認識の差によるか，又は，大きな特許等係争事

件の経験の有無によるのではないかと思われる。
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いずれにしても，ばらつきに関する検証をはじ

めとして，業種，規模，経営内容の違い等によ

る検証については，今後の更なる調査・研究が

必要である。

. 経営指標から見た知的財産活動への

期待

知的財産の保護が自社の技術を保護するもの

であり，かつ，顧客，消費者の利益を上げると

いう最終目標に向けて活用されなければならな

いことを認識する必要がある。顧客の視点をも

って，営業，マーケティング部門の目標と協働

しその機能を発揮することが必要である。また，

知的財産活動は，広く全社の人材育成，競争力

の構築へ貢献するものであり，人材育成を司る

人事部門の目標との協働，あるいは，製品・サ

ービスに責任をもつ製造，技術，開発部門の目

標とも協働して組織の習熟と成長に寄与しなけ

ればならない。知的財産活動が時代，社会のニ

ーズに沿ったビジネスプロセスを構築していく

活動にも参加し，全社的な企業活動に積極的に

関与していくことが必要である。企業業績とし

ての最終的な結果責任をもつ財務部門の一つの

機能としての位置付けも重要であり，単なるコ

ストセンターという位置付けから脱却して，無

形の資産が果たすことのできる具体的な成果物

をもって財務業績にも関与していかなければな

らない。

. 知的財産部の目標管理

これまでの知的財産部の業務，目標管理の設

定の仕方は，特許権等の権利取得，紛争解決，

ライセンス，職務発明の管理運営，特許等の情

報提供を主体としたものであった。これらの業

務，目標管理は知的財産部の機能として専権的

に責任を持って遂行されなければならないこと

は言うまでもないが，知的財産活動が企業経営

にドッキングした状況においては，企業経営全

体の目標，言い換えれば経営指標を共有した目

標を意識した業務，目標管理に幅を広げていく

ことが必要である。すなわち，特許等の権利取

得，特許等情報提供，戦略的ライセンスおよび

知的財産戦略という具体的業務，目標が，最終

的には顧客，消費者の利益を上げるものでなけ

れば経営指標を共有しているとは言えず，開発

志向の人材育成，職務発明の管理運営を行うこ

とが，企業風土醸成へ貢献するものであり，ひ

いては組織の習熟と成長をもたらす活動でなけ

ればならず，製品ラインの技術的評価やビジネ

スプロセスの改善が，製品・サービスの品質向

上，業務の効率性の向上に寄与するものでなけ

ればならず，特許発明の自社製品への実施や特

許等の在庫管理が，増収増益，コスト・経費の

削減に結び付かなければならず，知的財産活動

の具体的業務，目標管理が，その目指すべき方

向性において同一のベクトル方向を持ち，企業

経営の経営指標を共有したものとして再構築さ

れることが必要である。企業経営のために掲げ

る全社目標から各部門の目標管理へブレイクダ

ウンしていく際に知的財産部がこれまで以上に

経営指標を意識し，また，その目標の達成度，

業績評価，報酬に関しても，これまでのような

知的財産の専門領域での指標のみにとどまらず，

経営指標の尺度を持って遂行されることが必要

である（図６）。

. ビジネスを強化・成長させる知的財

産活動

最近，知的財産部を分社化あるいはアウトソ

ーシングした企業がいくつか見られる。結果は，

失敗に終わり，早々に本社機能へ再統合してい

る。その理由は，知的財産を単に権利として捉

えるのではなく，知的財産部を企業経営の種々

の経営目標の遂行に参加させるためである。従

来ややもすると知的財産活動の専門性ゆえ，企

業経営とは異質なところに位置付けられてきた
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場合が多いものの，今後21世紀に向けて我が国

がさらに継続して国際競争力を維持していくた

めには，これまでとは視点を変えた知的財産の

戦略的活用が望まれ，ビジネスを強化・成長さ

せるツールとして，権利主体である企業におい

て，知的財産活動を企業経営と一体化した機能

へ位置付け，その最大限の活用を図っていくこ

とが望まれるところである。
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⑷品質向上
生産ラインの技術評価と改良
ビジネスプロセスの改善

⑸増収，増益への貢献
特許発明の自社製品への実施
紛争解決
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図⑥ 今後の知的財産活動の目標管理
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